
－経営所得安定対策等への加入のご案内－ 

ＪＡ津安芸 営農情報誌 

発行日 平成２９年５月 第２号 

農‐みのり‐ 

平成２９年度 経営所得安定対策及び水田フル活用は、米の直接支払交付金、米・畑作物の収入

減少影響緩和対策（ナラシ対策）、畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）、水田活用の直接支払

交付金により、販売価格が生産費を恒常的に下回っている作物を対象に、その差額を交付するこ

とにより、農業経営の安定と国内生産力の確保を図るとともに、食料自給率の向上と農業の多面

的機能の維持を目指しています。 

支援内容について 

                             

経営所得安定対策等の申請書の提出期限は６月３０日（金）までと

なっておりますが、ＪＡへの提出は５月中旬までとさせて頂きま

すので、最寄りの営農センターへご提出いただきますよう、よろしく

お願い致します。 



ＪＡ津安芸 営農対策部 営農企画課 

三重県津市一色町１９１－２ 

電話: 059（229）3502 

FAX: 059（229）3518 

ホームページもご覧ください。 

http://www.ja-tsuage.or.jp 

 

（注）申請には提出期限が

ございます。期限に間に合

わない場合は交付金の対象

外となる場合がございます

ので、お忘れなきよう宜し

くお願いたします。 

 申請書につきましては、こち

らの様式を使用いたします。必

要事項をご記入のうえ、ご提出

お願いいたします。 

 なお、記入方法等の詳細につ

きましては、４月に各地区にて

開催予定の説明会にてお伝えさ

せて頂きます。 

  経営所得安定対策等交付金の 

            交付申請書 について 

【※重要 ３０年産以降の米政策の見直しについて】 

■平成３０年産以降の米政策の見直しについては、減反の廃止では

ありません。平成３０年産以降は、行政（国）による目標数値が示

されなくなる、『生産数量目標の配分の廃止』です。 
 

■今後は、県段階、地域段階、生産者段階で、自主的に需要に応じ

た主食用米等の生産を考える必要があります。 
 

■需要以上に過剰に主食用米を生産すれば、販売価格が下落し、結

果的に農業所得の減少が予測されるため、今後も生産調整は必要で

あり、「需要に応じた米作り」が今後も重要です！！ 


